
施策名 18  船舶交通の安全と海上の治安を確保する

－

　法令の海上における励行、海難救助、海洋汚染等の防止、海上における犯罪の予防及び鎮圧、海上における犯人の捜査及び
逮捕、海上における船舶交通に関する規制、水路、航路標識に関する事務その他海上の安全の確保に関する事務並びにこれら
に附帯する事項に関する事務を適確に行い、海上の安全及び治安の確保を図るものである。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

   海上保安庁は、海上防災、海洋汚染防止等に係る業務を24時間365日行っているところ、船舶海難により油等が流出した場合
は、その被害は甚大となり、環境への影響も計り知れないものとなることから、海難の未然防止のため、海上交通ルールの制定、
航路標識の設置、海図の刊行等を行っているが、その一方で、油等の流出を伴う船舶海難が毎年発生しているという現実を踏まえ
れば、事故発生時に迅速かつ効果的に防除措置を実施するための油回収装置等の資器材が必要不可欠であるところ、これらの
整備・維持を行っている。
　 また、現場における防除活動を実際に行う個々の海上保安官に対し、各種訓練・研修を行うことにより、これらの者の業務遂行
能力を維持・向上させているほか、海洋汚染の未然防止を図る観点から、海事関係者や一般市民に対する海洋環境保全講習会
を開催することにより、環境保全・防災体制の維持を図っている。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
海上保安庁法第５条第１項第１１号

関係する計画、
通知等

課長　七尾　英弘
事業開始・

終了(予定）年度 Ｓ２３～ 担当課室 環境防災課

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

会計区分 一般会計

10198 96

25年度要求23年度 24年度

103

96

102 98

98

0 0 0

0545
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名 環境・防災体制の整備に関する経費 担当部局庁 海上保安庁警備救難部 作成責任者

事業番号

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度

執行額

0

108
予
算
の
状
況

当初予算

繰越し等 0

計 1091 103 101

補正予算 983

1083

0 0

項　　　　目 単　　位 価　　　格

オイルフェンス 300m 約３百万円

高粘度油回収装置 １式 約１百万円

可搬式油回収装置 １式 約６百万円

達成度 ％ ― ― ―

― ―成果実績

24年度活動見込

186 174

21年度 22年度

―

単位

117

24年度当初予算 25年度要求

23年度

1

1

職員旅費 17 18

装備費 58 61

執行率（％） 99.3% 99.0%

21年度 22年度 23年度
目標値

（　　年度）

99.7%

単位

件

海上警備対策旅費 1

諸謝金 0 1

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

主な増減理由

―

101

20

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

庁費 19

計 96

費　目

委員等旅費 0

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位当たり
コスト

油流出事故に対応するための主な資器材の価
格は右のとおり

算出根拠

活動指標

防除措置を行った油流出事故件数

活動実績

（当初見込
み）

成果指標

   海上保安業務は、巡視船艇・航空機が相互に
連携して我が国の広大な管轄海域を昼夜を分か
たずカバーすること等により成果が上がるもので
あることから、個々の経費と結び付けて成果を把
握することは不適当。また、海上防災や海洋汚
染防止といった業務は数値化が困難であり、定
量的な評価はしていない。

― ―



○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

   これまで、関係行政機関や地方公共団体等との合同訓練や、海事関係者等に対する各種講習会等を積み重ね、我が国全体の大規模海
上災害等への対応能力の向上を図ってきたところであるが、財政上の制約も踏まえ、引き続きコスト縮減に努めていく。

【前回の指摘を踏まえた執行上の改善点】
   引き続き、調達方式の見直し等により、調達コストの縮減を図っている。
   また、油等流出事故対応については、原因者に対して、消費した油吸着材の補填や汚れたオイルフェンスの洗浄等、引き続き適切なコスト
の負担を求めていく。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

事業所管部局による点検

評 価 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

　海上保安庁法の規定に基づき、法令の海上における
励行、海洋汚染の防止等を行うもので、広く国民のニー
ズがあり、国が実施すべき事業である。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

　随意契約を行っているものについては、複数者からの
見積り徴取により、競争性を確保している。
　また、一般競争入札への見直し等により、調達コストの
縮減を図っている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

項　　　目

○

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

　海上保安業務は、巡視船艇・航空機が相互に連携して
我が国の広大な管轄海域を昼夜を分かたずカバーする
こと等により成果が上がるものであることから、個々の経
費と結び付けて成果を把握することは不適当。また、犯
罪の抑止や領海警備といった数値化が困難な業務が
多々あり、すべてを定量的に評価はしていない。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

※類似事業名とその所管部局・府省名

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

引き続き、調達方式の見直し等により、コストの縮減を図るべき。また、油等流出事故対応については、引き続き原因者に対して適
切なコスト負担を求めるべき。

執
行
等
改
善

旅行の行程を見直し、旅費のコスト縮減を図ることとした。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

２２－４９９ ２３－４９８



※平成23年度実績を記入

○当庁全体に係る環境・防災体制に関する計画等の企画立案、

　 調達関係事務　

○当庁が発注した調達品の納入、役務の提供

放射線測定器・防護衣　等

○当庁職員が業務に従事するための旅費

○管区海上保安本部等に係る環境・防災体制に関する計画等の

　企画立案、調達関係事務　

○当庁が発注した役務の提供等

捜査車両の借入　等

○当庁が発注した調達品の納入等

ガス検知器 防護衣　等

○当庁が発注した調達品の納入等

倉庫借上・収入印紙代　等

○当庁が借入れた会場使用料等

射撃場使用料 会場使用料 等

A. 民間事業者（12社）
4百万円

4百万円

【随意契約】

【一般競争入札】

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

海上保安庁
96百万円

【随意契約】

【随意契約】
Ｄ.公益法人等（12社）

70百万円

旅費
6百万円

管区海上保安本部等（12機関）
86百万円

Ｂ. 民間事業者（4社）

Ｃ.民間事業者（251社）

0百万円

【随意契約】
Ｅ.地方公共団体（7社）

0百万円
射撃場使用料・会場使用料　等

○当庁職員が業務に従事するための旅費

【随意契約】

（参考）

「会計法」

　第二十九条の三　

　　　　　　　(中略)

五　 

「予算決算及び会計令」

　 （随意契約によることができる場合）

 第九十九条 

二　 予定価格が二百五十万円を超えない工事又は製造をさせるとき。

三　 予定価格が百六十万円を超えない財産を買い入れるとき。

              (中略)

七　

  （見積書の徴取）

 第九十九条の六 　

旅費
12百万円

　契約金額が少額である場合、会計法、予算決算及び会計令により随意契約によっているが、なるべく２者以上から見積
書を徴し、契約を行っている。

する）（単
位：百万円）

契約担当官等は、随意契約によろうとするときは、なるべく二人以上の者から見積書を徴さなければ
ならない。

契約担当官及び支出負担行為担当官（以下「契約担当官等」という。）は、売買、貸借、請負その他
の契約を締結する場合においては、第三項及び第四項に規定する場合を除き、公告して申込みをさ
せることにより競争に付さなければならない。

契約に係る予定価格が少額である場合その他政令で定める場合においては、第一項及び第三項の
規定にかかわらず、政令の定めるところにより、指名競争に付し又は随意契約によることができる。

会計法第二十九条の三第五項の規定により随意契約によることができる場合は、次に掲げる場合
とする。

工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約でその予定価格が百万円を超えな
いものをするとき。



A.原電事業株式会社 E..静岡県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務場所使用料 0物品購入費 防災資機材の校正 2 役務費

0

B.株式会社トヨタレンタリース名古屋 F.

計 2 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

役務費 防災車両借入 2

使　途
金　額

(百万円）

　 　 　

計計 2 0

C.有限会社ミズシマ防災 G.

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

　 　

費　目 使　途

役務費 資機材用倉庫借上

金　額
(百万円）

使　途
金　額

(百万円）
費　目

3

費　目 使　途

　 　 　

物品購入費 防災資機材の調達

0

3 計 0

Ｄ.静岡県経済農業協同組合連合会 H.

　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.民間業者（12社）

神山産業株式会社

株式会社マルミヤ

株式会社セキユリコ

株式会社ユーブンドー

産業科学株式会社

横浜船用品株式会社

株式会社イチエ

東京電力株式会社

B.民間業者（4社）

C.民間業者（251社）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約

防災資機材の校正 2

支　出　額
（百万円）

－

入札者数 落札率

－

1 原電事業株式会社

事務用品購入 0 随意契約

随意契約

2 防災資機材購入 0

－

4 株式会社上永電機工業所 防災基地保守 0 随意契約 －

3

－

6 事務用品購入 0 随意契約 －

5 防災資機材購入 0 随意契約

－

8 防災資機材購入 0 随意契約 －

7 防災資機材購入 0 随意契約

－

10 電気使用料 0 随意契約 －

9 事務用品購入 0 随意契約

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

2 0.963

1 株式会社トヨタレンタリース名古屋 防災車両借入 2

入札者数 落札率

3 0.884

1 0.999

2 有限会社舞鶴レンタカー

3 株式会社トヨタレンタリース鹿児島 防災車両借入 1

防災車両借入 1

4 株式会社日産フィナンシャルサービス 防災車両借入 0

随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

1 0.831

入札者数 落札率

随意契約 －

1 有限会社ミズシマ防災

2 株式会社ピー・エス・インダストリー 防災資機材購入 3

防災資機材購入 3

3 株式会社西文舘 業務用機器購入 2

随意契約 －

4 日本ドライケミカル株式会社広島営業所 消化剤購入 0

随意契約 －

随意契約 －

随意契約

5 三洋商事株式会社門司支店

6 株式会社ケイアイテ ク 防火作業服購入 0

防災資機材購入 0

D.公益法人等（12社）

資機材用倉庫借上

会議室借上

収入印紙代金

業務用物品購入

業務用物品購入

講習会参加料

手数料

登録料

武道場借上

柔道場借上

Ｅ.地方公共団体（7社）

青森県 射撃場使用料

尾鷲市 健康診断

白山市 会場使用

鹿児島市 水道料

石川県 能登空港連絡事務所建物借料

徳島県 徳島県排出油等防除協議会会費

横浜市 岸壁使用

随意契約 －6 株式会社ケイアイテック 防火作業服購入 0

支　出　額
（百万円）

随意契約

入札者数

－

8 神山産業株式会社 防災資機材購入 0 随意契約 －

－

9 東宝商亊株式会社 防災資機材購入 0

随意契約07 有限会社川尻工業　 業務用資機材購入

－

支　出　先 業　務　概　要

－

10 三重保安商事株式会社 防災資機材購入 0 随意契約

－

2 財団法人新潟木材会館 0 随意契約

落札率

1 静岡県経済農業協同組合連合会 0 随意契約

－

4 海上保安協会広島地方本部 0 随意契約

－

3 横浜第二合同庁舎内郵便局 0 随意契約

－

6 酒田地区防災協会 0 随意契約

－

5 財団法人化血研 0 随意契約

－

8 高圧ガス保安協会　東北支部 0 随意契約

－

7 日本小型船舶検査機構収入金 0 随意契約

0 随意契約 －

－

9 財団法人高岡市体育協会 0 随意契約

10 財団法人舞鶴市コミュニティ振興公社

業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

随意契約 －

入札者数 落札率

1 0 随意契約 －

支　出　先

2 0 随意契約 －

4 0 随意契約 －

3 0

5 0 随意契約 －

6 0

7 0 随意契約 －

随意契約 －


